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② 実務経験証明書（様式第九号） 

  この様式は、実務経験を要する専任技術者の場合に必要です。 

  （法第 7 条第 2 号、第 15 条第 2 号の該当者  P7 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

実務経験証明書の確認資料 

P53 参照

技術的経験の証明をするため、        

「取締役」等ではなく、工事での        

役割（工事役職）を記入する 

平成  3 年 4 月から 

平成 22 年 3 月まで 

合 計     満 11 年３月 

平成 11 年 1 月から 11 年 12 月まで 

工事現場の市町村名まで記入する 

工事名だけでは業種の特定できない場

合は（）書きで詳細を記載する 

証明者が申請業種の

許可業者である場合

は許可番号、電話番号

等を記載する 

証明者は被証明者の

使用者である法人の

代表者又は個人の   

事業主とする 

注： 

法人の解散等により代表者から証明を得られない場合や、個人事業主

の死亡等により本人から証明を得られない場合には、Ｐ101ＱＡ35 を  

参照のこと 

 

注： 

①工事１件ごとに記入するのが原則だが、知事許可の 

場合で通年にわたって建設工事が続く場合には、その

年の代表的工事の件名を記入し、その他の工事は「他」

として１年分を１行にまとめる。なお、1 番上の行に

古いものを何年分かまとめてもよい。（実務経験 10

年で申請する場合は、10 行以上記入する) 

②実務経験の内容は業種が分かるように具体的に  

記入する。 

証明しようとする実務経験

年数の 合計を  記 入 する。 

証明者の立場から   

見た被証明者との   

関係を記入する 

＜例＞ 

役員、社員、従業員 

証明者の実印を押印する 

使用者（代表者）の証明が得られない

場合は、その理由（やむをえない事由

に限る）を必ず記載する。 


